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日本の人口の推移 資料１ 

○ 日本の人口は、近年横ばいであり、人口減少局面を迎えている。2060年には総人口が9000万人を割り込み、高齢化率は40％近い 

   水準になると推計されている。 

注１ 厚生労働省ホームページ「社会保障制度を取り巻く環境と現在の制度」資料より作成。 

  ２ 総務省「国勢調査」及び「人口推計」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口(平成24年１月推計）：出生中位・死亡中位推計」（各年10月１日現在人口)、 

  厚生労働省「人口動態統計」より。 

  ３ 2013年の数値（※1）は、平成25年度 総務省「人口推計」（2010年国勢調査においては、人口12,806万人、生産年齢人口割合63.8％、高齢化率23.0％） 

平成24年推計値 

(日本の将来推計人口) 

実績値 

（国勢調査等） 
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今後の人口構造の急速な変化
資料２ 

注１ 厚生労働省ホームページ「社会保障制度を取り巻く環境と現在の制度」資料より抜粋。 

  ２ 総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口(平成24年１月推計）：出生中位・死亡中位推計」（各年10月１日現在人口)、 

  厚生労働省「人口動態統計」より。 

  ３ 2013年の１年間の出生数(率)の数値（※１）は、2012(平成24)年厚生労働省「人口動態統計」より。 
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人口ピラミッドの変化（1990～2060年）
資料３ 

○ 日本の人口構造の変化を見ると、現在１人の高齢者を２．６人で支えている社会構造になっており、少子高齢化が一層進行する 

 2060年には１人の高齢者を１．２人で支える社会構造になると想定。 

注１  厚生労働省ホームページ「社会保障制度を取り巻く環境と現在の制度」及び「第６回社会保障制度改革国民会議」（平成25年３月13日）資料より作成。 

 ２ 総務省「国勢調査」及び「人口推計」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口(平成24年１月推計）：出生中位・死亡中位推計」（各年10月１日現在人口) 

   より。 
3



諸外国の65歳以上人口の割合の推移
資料４ 

注１ 「第６回社会保障制度改革国民会議」(平成25年３月13日)資料より抜粋。 

 ２ 日本は、総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口(平成24年１月推計）：出生中位・死亡中位推計」（各年10月１日 

       現在人口)より。諸外国は、United Nations, "World Population Prospects 2010"より。  
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東京都の人口の推移

注　「東京の自治のあり方研究会 最終報告」(東京都総務局)（平成27年３月）より抜粋。

東京都の年齢階級別人口の推移

資料５ 

注１  「東京都長期ビジョン」（平成26年12月）より抜粋。 

 ２ (資料)「東京都男女年齢（５歳階級）別人口の予測(平成25年３月)(東京都総務局)、「国勢調査」（総務省）等より作成。 

   (備考) １ 2015年以降は東京都政策企画局による推計、２ 内訳の（ ）内の数字は人口に占める割合(2010年の場合は、年齢 

      不詳を除いて算出)、３ 四捨五入や実績値には年齢不詳を含むことにより、内訳の合計が総数と一致しない場合がある 
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東京都の人口ピラミッドの推移
資料６ 

注１  「東京都長期ビジョン」(平成26年12月)より抜粋。 

 ２ （資料）「東京都男女年齢（５歳階級）別人口の予測」(平成25年３月)（東京都総務局）、「国勢調査」(総務省)等より作成。 

   （備考）2040年以降は東京都政策企画局による推計。 
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東京都の65歳以上人口の推移

①　区部・2010(平成22)年を100とした場合

②　市町村部・2010(平成22)年を100とした場合

資料７ 

注 「東京の自治のあり方研究会 最終報告」(東京都総務局)(平成27年３月)より抜粋。  
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東京都の75歳以上人口の推移

①　区部・2010(平成22)年を100とした場合

②　市町村部・2010(平成22)年を100とした場合

資料８ 

注 「東京の自治のあり方研究会 最終報告」(東京都総務局)（平成27年３月）より抜粋。  
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東京都の家族類型別世帯数の推移

東京都の世帯主の年齢階級別の単独世帯の推移

資料９ 

注１  「東京都長期ビジョン」（平成26年12月）より抜粋。 

 ２ （資料）「国勢調査」（総務省）等より作成。 

   （備考）１ 2015年以降は東京都政策企画局による推計、２ 内訳の（ ）内の数字は世帯数に 

      占める割合、３ 四捨五入しているため、内訳の合計が総数と一致しない場合がある 

注１  「東京都長期ビジョン」（平成26年12月）より抜粋。 

 ２ （資料）「国勢調査」（総務省）等より作成。 

   （備考）１ 2015年以降は東京都政策企画局による推計、２ 内訳の（ ）内の数字は世帯数に 

      占める割合、３ 四捨五入しているため、内訳の合計が総数と一致しない場合がある 
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25～29歳の未婚率の推移（東京都・全国）  
資料10 
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注１  「国勢調査」（総務省）より作成。 

   ２  東京都と全国の未婚率の差は、「東京都の未婚率」から「全国の未婚率」を引いたもの 

   である。 

   ３  未婚率は、分母から「配偶関係不詳」を除いて算出している。 

注１  「国勢調査」（総務省）より作成。 

  ２  全国及び東京都（平成22年）の割合は、分母から「配偶関係不詳」を除いて算出している。 
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各都道府県の合計特殊出生率

資料11 

注  「東京の自治のあり方研究会 最終報告」(東京都総務局)（平成27年３月）より抜粋。 
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主要都市の圏域人口シェア及び合計特殊出生率の推移

資料12 

注１ 「東京の自治のあり方研究会 最終報告」(東京都総務局)(平成27年３月)より抜粋。 

  ２  合計特殊出生率は厚生労働省「人口動態保健所・市区町村別統計」、圏域人口シェアは総務省「国勢調査」 

   による。 

  ３  国勢調査人口は、昭和60年、平成２年、平成７年、平成12年、平成17年、平成22年の各調査結果を表示。 

     圏域は、北海道、東北（青森、岩手、秋田、宮城、山形、福島）、関東（茨城、栃木、群馬、埼玉、千葉、東京、 

   神奈川、山梨、長野）、東海（静岡、岐阜、愛知、三重）、近畿（滋賀、京都、奈良、和歌山、大阪、兵庫）、九州 

   （福岡、佐賀、長崎、大分、熊本、宮崎、鹿児島） 
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国民負担率（対国民所得比）の国際比較（ＯＥＣＤ加盟 33カ国）
資料13 

注１  財務省ホームページ「財政関係基礎データ」資料より抜粋。 

 ２ OECD加盟国34カ国中33カ国の実績値。残る１カ国(トルコ)については、国民所得の計数が取れず、国民負担率(対国民所得比)が算出不能であるため掲載 

  していない。 

 ３ 括弧内の数字は、対GDP比の国民負担率。 

 ４ 出典 日本は内閣府「国民経済計算」等。諸外国は、"National Accounts" (OECD) 、"Revenue Statistics" (OECD)。 13



国民負担率の国際比較
資料14 

注１  財務省ホームページ「財政関係基礎データ」資料より抜粋。 

 ２ 日本は2015年度(平成27年度)見通し。諸外国は 2012年実績。 

 ３ 財政赤字の国民所得比は、日本及びアメリカについては一般政府から社会保障基金を除いたベース、その他の国は、一般政府ベースである。 

 ４ 諸外国の出典は、"National Accounts" (OECD) 、"Revenue Statistics" (OECD) 等。 
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社会保障給付費の推移
資料15 

注１  厚生労働省ホームページ「社会保障制度改革の全体像」より抜粋。 

 ２ 国立社会保障・人口問題研究所「平成24年度社会保障費用統計」、2013年度、2014年度(予算ベース)は厚生労働省推計、2014年度の国民所得 

  額は「平成26年度の経済見通しと経済財政運営の基本的態度（平成26年１月24日閣議決定）」より。 

 ３ 図中の数値は、1950、1960、1970、1980、1990、2000及び2010並びに2014年度(予算ベース)の社会保障給付費(兆円)である。 
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社会保障の給付と負担の現状（2014年度予算ベース）
資料16 

注１  厚生労働省ホームページ「社会保障制度改革の全体像」より抜粋。 

 ２ (※)社会保障給付の財源としてはこの他に資産収入などがある。 
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社会保障給付費の増に伴う公費負担の増

　注１　財政制度等審議会「平成27年度予算の編成等に関する建議」（平成26年12月25日）資料より抜粋。
　　 ２　国立社会保障・人口問題研究所「社会保障費用統計」、平成26年度は厚生労働省（当初予算ベース）による。

資料17 
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社会保障財源の全体像

 注１　厚生労働省ホームページ「社会保障制度改革の全体像」より作成。
　　２　保険料、国庫、地方負担の額は平成26年当初予算ベース。
　　３　保険料は事業主拠出金を含む。
　　４　雇用保険（失業給付）については、当分の間、国庫負担額(1/4)の55％に相当する額を負担。
　　５　児童・障害福祉のうち、児童入所施設等の措置費の負担割合は、原則として、国1/2、都道府県・指定都市・中核市・児童相談所設置市1/2等となっている。
　　６　児童手当については、平成26年度当初予算ベースの割合を示したもの。

資料18 

注２、３ 

注２ 

注２ 

注６ 

注５ 
注４ 
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歳出・歳入構造の変化

　注　厚生労働省ホームページ「社会保障制度改革の全体像」より抜粋。

資料19 
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地方における目的別歳出決算額の構成（平成24年度決算）

目的別歳出決算額の推移（純計）

　注１　「平成26年版地方財政白書ビジュアル版」（総務省）より作成。
　　 ２　目的別歳出決算額の推移（純計）表は、平成14年度を100としたときの指数。

資料20 

民生費 

商工費 

土木費 

農林水産業費 

公債費 教育費 

衛生費 

総務費 
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民生費の目的別内訳の推移

民生費の目的別内訳

　注　「平成26年版地方財政白書ビジュアル版」（総務省）より作成。

資料21 

児童福祉費 

老人福祉費 

社会福祉費 

生活保護費 

災害救助費 

児童福祉費 

老人福祉費 

社会福祉費 

生活保護費 

災害救助費 
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社会保障給付費の見通し

　注１　財政制度等審議会「平成27年度予算の編成等に関する建議」（平成26年12月25日）資料より抜粋。
　　 ２　2000年度における社会保障給付費は国立社会保障・人口問題研究所「社会保障費用統計」、ＧＤＰは内閣府「国民経済計算」による。
          2012年度及び2025年度における社会保障給付費及びＧＤＰは平成24年３月30日厚生労働省「社会保障に係る費用の将来推計の改定について
          （平成24年３月）」による。
　　 ３　表記額は実額、（）内の％表示はＧＤＰ比。
　　 ４　「社会保障改革の具体策、工程及び費用試算」を踏まえ、充実と重点化・効率化の効果を反映している。

資料22 

22



マクロ経済スライドの仕組み

１　調整期間における年金額の調整の具体的な仕組み及び名目下限の設定

２　調整期間中の所得代替率

　注　財政制度等審議会「平成27年度予算の編成等に関する建議」（平成26年12月25日）資料及び厚生労働省ホームページ資料により作成。

→1.3％／年（26年財政検証。平成27(2015)～55(2043)年度ケースＡ～Ｅ平均） 

資料23 
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引上げ分に係る地方消費税収の使途の明確化について

注　総務省「全国都道府県市町村税担当課長会議」（平成27年１月23日）資料より抜粋。

資料24 
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0.92% 

消
費
税
 2.3% 

消
費
税
率
（
国
・
地
方
）
５
％
時
の
内
訳
 

<H26.３まで ５%> <現行 ８%> <H29.４から 10%> 

○消費税   7.8 % 
  国分   6.28% 
  交付税分  1.52% 
○地方消費税  2.2 % 

○消費税   6.3 % 
  国分   4.9 % 
  交付税分  1.4 % 
○地方消費税  1.7 % 

引
上
げ
分
 

社会保障目的税化 
（年金、介護、医療、少子化対策） 

社会保障財源化 
（自治体の社会保障サービス） 一般財源 

社会保障財源 
（年金、介護、医療） 

○消費税   4   % 
  国分   2.82% 
  交付税分  1.18% 
○地方消費税  1   % 

注１ 全国知事会「平成26年度第３回地方税財政常任委員会」（平成26年10月７日）資料より作成。 
注２ 平成27年度税制改正により、消費税率（国・地方）の10％への引上げの施行日が、平成29年 
   ４月１日とされた。 

（「社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うための消費税法等の 
 一部を改正する等の法律」等） 

（注２） 
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再分配効果の国際比較

注１　「平成21年度年次経済財政報告」（内閣府）より抜粋。
　２　表の数値は、「集中度係数」の数値である。「集中度係数」は、ジニ係数と同様の方法で算出されるが、個人の稼得所得ではなく、世帯
　　　の等価可処分所得を基に所得区分を分けている点が異なる。なお、所得等の用語の定義は"Growing Unequal?″(OECD)に基づく。
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再分配前後の所得格差（ジニ係数）と改善度の推移

　注１　「平成21年度年次経済財政報告」（内閣府）より抜粋。
　　 ２　川上尚貴「日本の税制」（平成20年度版）、厚生労働省「所得再分配調査」、財政金融統計月報に
　　　　 より作成。
　　 ３　ジニ係数改善度寄与度の計算方法は、2002年調査までと2005年とでは異なる。
 　　　　（２）図の太線は2005年の計算方法を用いて遡及して計算、細線は2002年までの計算方法による。
 　　４　（２）における縦の点線ならびに（３）における年は、税制改正を受けて実際に所得税の税率が変化
　　　　 した年を示す。
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所得再分配によるジニ係数の変化

　　注１　「平成23年所得再分配調査報告書」（厚生労働省）より抜粋。
　　　 ２　平成11年の現物給付は医療のみであり、平成14年以降については医療、介護、保育である。

年齢別再分配前後の所得格差（ジニ係数）の変化

　注１　「平成21年度年次経済財政報告」（内閣府）より抜粋。
　　 ２　厚生労働省「所得再分配調査」の資料により作成。2005年調査の値。世帯主の年齢階級別。
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正規雇用・非正規雇用の労働者の推移

　注１　内閣府　経済の好循環実現検討専門チーム会議中間報告（平成26年11月22日）より作成。
　　 ２　2000年までは総務省「労働力調査（特別調査）」（２月調査）、2005年以降は総務省「労働力調査（詳細集計）」（年平均）による。
 　　３　総務省「就業構造基本統計調査」によると、2012年の非正規労働者の総数は2042万人、雇用者全体に占める割合は38.2％。
　　 ４　2006年以降の括弧内数値は、前年数値からの増減値を記載。

パート・・・就業の時間や日数に関係なく、

勤め先で「パートタイマー」又はそれらに

近い名称で呼ばれている者 

アルバイト・・・就業の時間や日数に関係

なく、勤め先で「アルバイト」又はそれらに

近い名称で呼ばれている者 

非正規の内訳 
○ 非正規雇用の労働者は、全体の３分の１を超え、過去最高の水準。 
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非正規雇用比率の推移（東京、全国）

　注１　「東京の産業と雇用就業2014」（東京都産業労働局）より抜粋。
　　 ２　出典　総務省、東京都「就業構造基本調査」。
　 　３　役員を除く雇用者に対する割合。
　　 ４　東京の1992年は、データなし。全国は、全体のみ。
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被保護世帯数、被保護実人員、保護率の年次推移（全国）

　 ３　保護率の算出は、１か月平均の被保護実人員を総務省統計局発表による各年10月１日現在の推計人口 （昭和30,35,40,45,50,55,60,平成２,７,12,17,22年度
       は国勢調査人口）で除したものである。

　 ２　平成23年の総世帯数には、岩手県、宮城県及び福島県は含まれていない。平成24年の総世帯数には、福島県は含まれていない。

注１　厚生労働省「第21回社会保障審議会生活保護基準部会」資料、国立社会保障・人口問題研究所ホームページ「社会保障統計年報　　「生活保護」に関する
　　　 公的統計データ一覧」等により作成。
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2.38% 

1.67% 

2,042,550 

1,469,457 
(昭和59年) 

585,972 
(平成4年) 

2,135,708 

702,450 

1,558,510 

0.70% 
(平成7年) 

882,229 
 (平成7年) 

789,602 
 (昭和59年) 
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万 

225,222 

293,106 

2.20% 

103,359 

136,779 

1.13% 

1.62% 

158,077 

207,720 

11.0%

11.5%

12.0%
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14.5%
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被保護世帯数の割合 

世帯数の割合 

9.0%

9.5%
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10.5%

11.0%

11.5%

12.0%

12.5%

13.0%

13.5%

14.0%

H12 17 18 19 20 21 22 23 24 25

実人員の割合 

被保護実人員の割合 

人口の割合 

被保護世帯数、被保護実人員、保護率の年次推移（東京都） 
資料32 

全国に占める東京都の生活保護被保護世帯数・被保護実人員の割合の推移 

注１  総務省「人口推計」、「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数（平成26年１月１日現在）」、厚生労働省「平成25年度 

             被保護者調査」、東京都福祉保健局「平成20年度年報」、「平成25年度年報」、東京都総務局「東京都の統計」より作成。  

注２   保護率の算出は、１か月平均の被保護実人員を総務省発表「10月１日現在推計人口（平成12、17、22年度は 

             国勢調査人口）」で除した。 

注３   全国に占める東京都の割合については、それぞれ東京都の数値を全国の数値で除した。 

1.70% 

0.84% 

1.25% 

 

     東京都 保護率 
 

       全国  

       保護率（参考） 
 

       東京都  

       被保護実人員 
 

       東京都  

       被保護世帯数 
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収入階級別の実収入に対する税負担(平成23年分）

   注１　財務省ホームページ「収入階級別の実収入に対する税負担(平成23年分)」により作成。

   注２　税負担は当時の税制に基づくものであり、消費税率は５％。
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○ 収入階級別の実収入に占める税負担割合 

  ○ 収入階級別の実収入と税負担額 （１年当たり） 

（単位：％） 

消費税 
その他の税 
実収入 
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諸外国における「給付付き税額控除」等

注１　東京都主税局委託調査報告「給付付き税額控除に関する調査」（三菱総合研究所）より作成。
　 ２　１C＄＝約85円、１ドル＝約88円、１ユーロ=約116円。（三菱東京ＵＦＪ銀行、2010年平均為替レートより）

 類型１ 消費課税の逆進性緩和 

 類型２ 就労促進 

 類型３ 子育て支援 
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0 10,000 20,000 30,000 40,000 50,000 60,000

控除税額（ユーロ）

課税所得（ユーロ）

GSTクレジット (Goods and Services Tax Credit)  （カナダ） 

勤労所得税額控除 （Earned Income Tax Credit） （アメリカ） 

所得依存複合税額控除 （Income Dependent Combination Credit）（オランダ） 

＜意義＞ 
 ・低中所得世帯の付加価値税負担の軽減を 
  目的とした直接給付制度 

 
＜概要＞ 
 ・給付額と実際の付加価値税負担額とは連動 

  しない 
 ・一世帯当たりの平均給付額・・・325Ｃ＄ 
 ・給付額の支給総額は、付加価値税収の 
  約12％ 

 ＜意義＞ 
 ・福祉サービス受給者の就労を促す 
 ・低中所得世帯の就労が拡大した場合の社会 

  保障税の負担を軽減 
 
 ＜概要＞ 

 ・控除額が所得税額を上回る場合、超過分を  
  現金給付 
 ・夫婦子2人の場合、最大5,036ドルを税額 

  控除 
 ・低中所得世帯の就労促進を目的とすること  
  から、逓増・逓減段階を設定 

 ＜意義＞ 
 ・児童を扶養する低所得者の負担の軽減 
 ・女性の就労促進 

 
 ＜概要＞ 
 ・税額控除額が所得税額を上回った場合、 

  社会保険料と相殺 
 ・就労促進及び就労時間の延長を目的として、 
  逓増段階を設定 

 ・最大1,859ユーロを税額控除 
 ・12歳以下の子どもを扶養し、課税所得が 
  4,706ユーロ超の片親か所得の低い配偶者 
  に適用 

イメージ （2010年） 

イメージ （2010年） 

イメージ （2009年） 

世帯構成に応じた
給付額

32,506C$
（約276万円）

給付額

世帯所得

控除税額（ドル） 
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